
70

RETIO.  NO.124  2022年冬号  

（はじめに）

読者のみなさまが想像する『幸せなくらし』
とは、どのような『くらし』でしょうか？

例えば、ご近所付き合いのある穏やかなく
らしを思い浮かべる方や、都心のタワーマン
ションで優雅に夜景を楽しむくらし、はたま
た、熱い心で仕事に取り組みプロジェクト完
遂後の打ち上げがある笑顔に溢れたくらしを
想像される方もいるでしょう。
こうした『幸せなくらし』を実現するため

に、不動産業界・不動産管理業界は今後どの
ような役割を担っていくことができるでしょ
うか？
本稿では、行政及び不動産業界・不動産管

理業界が、地域に新たな価値を創造し、未来
に「幸せなくらし」を提供し続けていくにあ
たっての役割や可能性について考えていくこ
とを目的に、国土交通省が令和３年５月に立
ち上げた『「ひと」と「くらし」の未来研究会』
（以下、研究会）の立ち上げに至る背景や各
回の概要、そしてこれからの不動産業界・不
動産管理業界の未来について語りたいと思い
ます。

1 ．研究会立ち上げに至る課題意識

本研究会は当初、賃貸住宅管理業の未来を
構成する過程で産声を上げました。賃貸住宅
は、少子高齢化や単身世帯の増加、外国人居
住者の増加等の社会情勢の変化に伴い、今や
国民の生活基盤としての重要な役割を果たし
ています。一方で、サブリース業者が適切な
説明を行わず、賃貸住宅経営に伴うリスクを
オーナーに誤認させて契約を結ばせたことに
より被害が拡大した「かぼちゃの馬車事件」
等の発生など、適切な業務を行わないことに
よるトラブルが増加しています。このような
中、賃貸住宅を管理する賃貸住宅管理業者に
求められる責任や倫理観は年々高まりを見
せ、令和３年６月には「賃貸住宅の管理業務
等の適正化に関する法律」が完全施行されま
した。一方、賃貸住宅管理業がこれからの社
会で責任ある産業として発展していくために
は、法による「規制」のみならず、従来の事
業形態を越えた新たな取り組みを実施してい
る事業者を発見し、業の新たな可能性を探求
した事例を幅広く世の中に展開するといった
「産業振興」の観点も必要です。

ではどういった「産業振興」が望ましいで

「ひと」と「くらし」の未来研究会
～新たな地域価値創造に向けて～
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しょうか。現在、コロナ禍を経て人々の生活
様式が大きく変化し、住まい方・働き方など
のライフスタイルの多様化や人口の流動化等
が進むなか、人と人とのつながりの希薄化や、
くらしに対する満足度の低下、孤独の常態化
などが深刻化しています。快適で心地よい状
態、いわゆるウェルビーイングの実現のため
には、それぞれの「ひと」が自分らしく充実
した「くらし」を各地域で楽しむことができ
る社会を目指す必要があります。賃貸住宅管
理業はその性質上、賃貸住宅に入居する「ひ
と」と、入居者の「くらし」の舞台である地
域の両面に接点を持っています。地域と「ひ
と」をつなぎ、幸せな「くらし」をつむぐ、
そういった役割を果たすことができれば、賃
貸住宅管理業は入居者のウェルビーイングの
実現はもちろん、地域全体の価値の向上をも
図る産業になりえるのではないか。我々はこ
の観点を不動産業・不動産管理業全体にまで
拡張し、「ひと」と「くらし」の未来を構想
しながら、これらの業が果たす役割を検討す
るため、研究会を立ち上げました。

2 ．「ひと」と「くらし」の未来研究会

⑴　研究会の立ち上げ
人々の生活様式が刻々と変化していく今日
において、「ひと」と「くらし」の未来を描
くには、「くらし」に関わるあらゆる産業分
野に携わる民間の実務者たちの最先端の知見
や事例を踏まえ、従来の行政にはない発想・
視点から、自由闊達に議論する場を設ける必
要があると考えました。
そこで、本研究会では、各地で行われてい
る「ひと」と「くらし」に関わる取り組みの
最前線で活躍中の以下の３名の実務家をコア
アドバイザーと位置付け、議論を主導してい

ただくことにしました。

【コアアドバイザー】
〇青木純氏（株式会社まめくらし代表取締役
／株式会社nest 代表取締役）
日本の賃貸文化を変革したカスタマイズ賃
貸で新しい市場を創造し、経産省「平成26 
年度先進的なリフォーム事業者表彰」受
賞。グッドデザイン賞受賞の「青豆ハウス」
や、ジェイアール東日本都市開発と共に取
組む「高円寺アパートメント」では住人と
共に共同住宅を運営。主宰する「大家の学
校」で愛ある大家の育成にも取り組むプロ
大家。

〇川人ゆかり氏（合同会社ミラマール代表社
員）
キャリア教育、採用・育成、ローカル（移
住、観光）、ウェルネスなどの幅広い分野
で様々な場づくりやコミュニティづくり、
プロモーション企画などを行う傍ら、ライ
フワークとして移住など暮らし方も含めた
若者のキャリア支援を10年近く行うなど、
ウェルビーイングに関するプロジェクトを
手がける。

〇古田秘馬氏（プロジェクトデザイナー、株
式会社umari代表取締役）
東京・丸の内「丸の内朝大学」などの数多
くの地域プロデュース・企業ブラン ディ
ングなどを手がける。農業実験レストラン
「六本木農園」や和食を世界に繋げる
「Peace Kitchenプロジェクト」、讃岐うど
ん文化を伝える宿「UDON HOUSE」など
都市と地域、日本と海外を繋ぐ仕組みづく
りを行うプロジェクトデザイナー。

【参加団体・オブザーバー】
加えて、不動産事業者とともにこれからの

不動産業・不動産管理業のあり方を考えるべ
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く、参加団体として全国宅地建物取引業協会
（全宅連）、全国賃貸不動産管理業協会（全宅
管理）、日本賃貸住宅管理業協会（日管協）、
全日本不動産協会（全日）にもご参画頂き不
動産業実務の観点からご意見を頂戴したほ
か、オブザーバーとしてマンション管理業協
会、全国賃貸住宅経営者協会連合会（ちんた
い協会）、東大CREIの武藤祥郎特任教授等に
もご参画頂きました。
本研究会は、第１回で議論の方向性を定め

たのち、第２回から第４回で個別の議論を深
め、第５回にて議論の取りまとめ（中間整理）
を行うスケジュールにて実施することとしま
した。また、各回の議論は新型コロナウイル
ス感染症の感染状況を踏まえ、原則として
WEB会議法方式にて実施しました。

⑵　各回の議論について
①　第1回「研究会で取り扱うテーマの設定」
第1回研究会の冒頭では、青木由行不動産・
建設経済局長（当時）が「人口減少化の現代
の日本では地域の場、空間の価値・機能がウ
ェルビーイングな状態とは言えない」「空間
をビジネスにしてきた不動産業だからこそ、
「くらし」に関わるプレイヤーと連携し、地
域コミュニティデザインの核となるビジネス
を創造できるのではないか」との展望を示し
ました。続いて各団体の会長・理事長の皆様
にも、本研究会への意気込みや期待を語って
いただきました。
その後、今後の研究会の方向性を定めるべ

く議論を行いました。各コアアドバイザーか
らは「従来の垣根を越えていくためにも実践
者のジレンマを聞きながら選択肢を増やすこ
とがこの研究会の目的になると良い」「ボト

ルネックや、何を変える必要があるのか、そ
れぞれ何ができたら現状に変革をもたらすこ
とができるのかまで議論できるとよい」との
提言がありました。また、「まちぐるみの介
護・福祉など高齢になっても自由で幸せなく
らしはどのようなものか」、「ベーシックイン
フラ1の概念を踏まえた豊かなくらしの中で
のコミュニティづくり」、「従来の利便性重視
の住まい選びからオンデマンド交通等を通じ
た新たな住まいや暮らしの可能性」など、議
論を通じて目指すべき未来像についても示さ
れました。
加えて、各地の空き家対策と地域づくりに

関する先進的な取り組みの事例集を編集・発
行している全国宅地建物取引業協会連合会
（全宅連）不動産総合研究所の岡崎氏からは、
地域の価値を向上させる取り組みを実践して
いく際の「構想力の不足」や改修時に必要と
なる資金繰り等の「ファイナンス」、自らの
取り組みを対外的に発信する「情報提供力不
足」など多くの不動産事業者が抱える課題の
指摘がありました。また、日本賃貸住宅管理
業協会（日管協）副会長の濱村氏からは、実
際の事例を交えながら、管理業者と入居者、
オーナー間での関係づくりの必要性・重要性
についてもご指摘いただきました。
これらの議論を踏まえて、第２回から第４

回では

・「歳を重ねても幸せなくらし」
・「ベーシックインフラの豊かなくらし」
・「beyond コロナの新しいくらし」

の３つのテーマについて議論することにしま
した。また、各回にはテーマに沿ったゲスト

1 　食料、エネルギーの自給自足、充実した教育環境や地域交通、医療、コミュニティといった人々が安心し
て暮らすために必要な最低限の環境インフラを指す概念的な用語として本研究会では使用している。
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スピーカーを招き、「プロジェクトを実践し
ようとした動機・問題意識・背景」や「実践
にあたってどのようなジレンマがあったの
か」といった観点から事例紹介を行い、各回
のテーマについて言及しながら、「実践者の
ジレンマを地域社会においてどう解決に導い
ていけるか」「目指すべき地域価値創造とは何
か」について議論を深めていくこととしまし
た。（資料図１）

② 　第2回「歳を重ねても幸せなくらしとは 
～介護・福祉と不動産業～」
第２回研究会では『「歳を重ねても幸せな
くらし」とは何か？』を切り口として介護・
福祉と不動産業の連携に着目し、高齢者の安

心な住まいをどのように提供していくか、地
域社会との関わり合いの中で多様なコミュニ
ティをどのように作るかといった、ニューノ
ーマルな時代に求められる世代を超えた居住
の寛容さや多様性について議論を行いました。
ゲストスピーカーとして、（株）Ｒ65 代表
取締役で65歳以上のお部屋探し専門の不動産
会社を経営する山本遼氏、（株）STAYGOLD 
company 代表取締役で介護クリエーターの
横木淳平氏（資料図２）、（株）Happy 代表
取締役で多世代型介護付きシェアハウスを創
設した首藤義敬氏の３名が登壇し、現状の課
題や今後必要とされる取り組みについての知
見が披露されました。
議論の中では、
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・不動産業者と福祉部門（NPO法人等）
の連携（リスク負担軽減）を通じた住宅
市場の拡大
・年代分け隔てのない交流の創出（多世代
で住み、高齢者の見守りを兼ねるような
集合住宅）
・高齢者が自宅や施設のほか、日常に居場
所を感じられるコミュニティ

など、多様なニーズの受け皿となるようなコ
ミュニティを地域全体、まち全体で作り上げ
ていくことが必要であるという意見が挙げら
れました。

③ 　第3回「ベーシックインフラの豊かなく
らしとは ～地元経済と不動産業～」
第３回では地域経済と不動産業の連携に着

目し、エネルギーや食糧のみならず、交通、
教育、医療といった、生活に最低限必要なも
のを意味する「ベーシックインフラ」をキー
ワードに、「ベーシックインフラの豊かなく
らし」を構想することとしました。経済の成

熟期を迎え少子高齢化やそれに伴う人口減少
が進み、消費が先細る中で地域経済を維持し
ていくためには、労働力やお金、食やエネル
ギーといった資源を域内で循環させ地域で付
加価値を生み出すととももに、域外から外貨
を稼ぐための仕組み作りは、持続可能なまち
づくりを目指すうえで欠かせない要素です。
エネルギーの地産地消と地域内ファイナンス
など、地域内経済循環を支えていくうえで必
要となる観点や課題について議論を行いまし
た。
ゲストスピーカーとして、自然電力（株）

代表取締役で再生エネルギー発電所からの売
電収入の一部を地域の活性化に役立てる活動
を実践している磯野謙氏、（株）Ｅ-konzal代
表取締役で環境エネルギー分野のコンサルタ
ントとして地域に資金を還流させる仕組み作
りを実践している榎原友樹氏（資料図３）、
（株）Co.Lab代表取締役でまちの活性化など
ローカルエコシステムの再構築に取り組む原
大祐氏の３名が登壇し、実践者の視点から取
り組み内容や今後の課題について意見を頂戴
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しました。
議論の中では、

・地域コミュニティでの信頼関係構築のた
めのアイスブレイク的な活動
・プレイフルな取り組みを通じた地域コミ
ュニティへの「ひと」の巻き込み
・税金に頼らない中長期的な自主財源確保
・持続的な活動が可能となる筋肉質な地域
づくり

など、地域コミュニティへの参加意識や合意
形成を図るための「遊び心＝プレイフルな仕
組みづくり」が重要であるという意見が挙げ
られました。

④ 　第4回「beyond コロナの新しいくらし
とは ～これからの不動産業～」
第４回では、二地域居住、教育、地域モビ
リティ等を切り口として、地域社会との関わ
り合いの中でコロナ禍を乗り越えた先にどの
ような「新しいくらし」を実現していくかを
検討することとしました。今後、地方か東京
かといった二項対立ではなく、多様性を受け
入れることのできる柔軟性と寛容さを合わせ

持つ地域や「くらし」の形を考えていく中で、
これからの不動産業・不動産管理業はどのよ
うな未来像を描いていくことができるのかと
いった観点から議論を行いました。
ゲストスピーカーとして、シェアビレッジ

（株）代表取締役で古民家を舞台に地域をつ
なぐ取り組みを行っている丑田俊輔氏、
WILLER（株）代表取締役で定額制移動交通
サービスやAIオンデマンド交通等の新たな
モビリティサービスの事業化を手掛ける村瀨
茂高氏（資料図４）、（株）Local PR Plan代
表取締役で企業誘致や二地域居住促進に取り
組む安達鷹矢氏の３名が出席し、実践者の視
点から取り組み内容や今後の課題について意
見を頂戴しました。
議論の中では、

・くらしの中に公私両方の要素を合わせ持
つ村のような共創型コミュニティの創出

・交通インフラなど「移動」を通じて繋が
ることができるコミュニティの創出

・創造性や偶発的な情緒を合わせ持つ宿場
町のような地域規模に応じたライフスタ
イルの再生
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など、地域の価値や課題を堀下げ、地域に真
に必要な規模のサービスやコミュニティを把
握するとともに、今後、交通や電力、教育は
半官半民によるサービスの共創が重要である
という意見が挙げられました。

⑤ 　第5回「中間整理・今後の新たな展開の
検討」
既述のとおり、研究会では地域の不動産事

業者が他業種と連携し、地域の新たな価値創
造に貢献するためのエッセンスやこれからの
「幸せなくらし」について検討を進めてきま
した。第５回となる中間整理回では、これま
での研究会での議論の整理に加え、政策の探
究に向けた今後の新たな展開について、研究
会のコアメンバーを中心としたトークセッシ
ョンを実施しました。なお、会場には東京都
千代田区に位置するkudan houseを選定しま
した。同施設は歴史的な建築の魅力を活かす
形でリノベーションが行われ、地域に開かれ
たイベントの場・空間としても利用されてお
り、時代をとらえてひとや地域とつながり、
未来へと向かう本研究会の趣旨とも合致する
ことから会場選定に至りました。
中間整理の内容は次項で詳述します。

3 ．中間整理　

⑴ 　コミュニティ＝未来に向けた新たなイン
フラ
介護・福祉からエネルギー資源の循環、地

域モビリティの在り方まで、あらゆる分野に
ついて幅広く議論を行ってきた本研究会です
が、各回での議論で、共通するキーワードが
ありました。それは「コミュニティ」です。
例えば、

・不動産の場合、特に土地やエリアの価値
など「高付加価値」が注目されがちだが、
今後は不動産が「コミュニティ」にどの
ような価値を付加するといった「他付加
価値」の考え方が重要となる

・付加価値の中心には「コミュニティ」が
必ず存在し、地域にコミュニティ固有の
役割を与えることで地域の魅力が高まる

・自分のくらしの周りにあるコミュニティ
が豊かになれば、例え血縁関係がなくて
も日々の暮らしは豊かになる

など、「幸せなくらし」を目指すうえで身近
な「コミュニティ」の存在がいかに大切であ
るかが示されたほか、将来自分たちの住む地
域をどのように価値あるコミュニティにして
いくか、といった視点が示されました。
研究会で紹介された実践者の全ての取り組

みに通底している概念は、幸せで豊かなくら
しのためには、もはや人々が織りなす「コミ
ュニティ」の存在を無視することはできない
ということです。中間整理では、道路や交通、
情報通信といったいわゆるハード的な要素を
表すものとして通常用いられる「インフラ」
同様、コミュニティも社会を構築するうえで
必要不可欠なインフラと呼べるのではないか
と考え、コミュニティを「未来に向けた新た
なインフラ」と位置付けました。

⑵ 　不動産業・不動産管理業はクリエイティ
ブ産業
「幸せなくらし」を実現するために必要な
要素を概念図で示したものが資料図５になり
ます。
資料図５では、下部に示すように多種多様

なプレイヤーが存在し、上部に示すように住
宅供給や防災といった「くらし」に関わる問
題が存在する現代の日本を表しています。現
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代の社会は確かに物質的に充足しています
が、それぞれが単体のままではニーズを充足
することが出来ず、また、リスクのあるチャ
レンジもしにくい状態です。その結果、「幸福」
と感じられない状況になっているのではない
かと考えられます。そのような状態の「くら
し」を「幸せ」なものにするには、各主体が
その境界・エッジを越え、有機的に連携・相
互補完することが必要です。つまり、地域の
くらしに関わるあらゆる主体が「境界」を越
え、官民を問わずコミュニティの「空間」「場」
に参画することが求められています。
そして、そのための「空間」「場」、すなわ
ちインフラとしてのコミュニティの基盤を提
供するのは、まさにその分野のプロフェッシ
ョナルである不動産業界です。不動産業・不
動産管理業が、あらゆる産業と連携を深めな
がら地域づくりの中心的なプレイヤーして参
画することで、各地域の個性を見極めた「空
間」と「場」を提供し、多くの人たちが参画
できる「プレイフル」（心の遊び）なコミュ
ニティの創出、そういったクリエイティビテ
ィが、これからの不動産業・不動産管理業に
は求められています。すなわち、不動産業・
不動産管理業は、建物や土地といったハード

の売買・仲介・管理のみを行う産業ではなく、
社会に必要不可欠なコンテンツや文化を創造
し提供するクリエイティブな要素を併せ持つ
産業であると結論づけました。

⑶　中間整理に対して出された意見
第５回の研究会ではこの中間整理について

のトークセッションを行いました。各コアア
ドバイザーからは、

・SNS等を通じたデジタルコミュニケーシ
ョンと相互に補完し合いながら、金銭
的・時間的コストや心理的ハードルを下
げるといった形で、「コミュニティ」が
地域での価値創造・イノベーションのた
めの場になりうるのではないか

・共感から集まり、価値観をシェアするよ
うな地域づくりができると良い

・地域のコミュニティは、自分たちで考え、
自分たちで運営し、自分たちのくらしを
ベースに考えられたものであると良い

・自立して個性化した村のような小さなコ
ミュニティ同士が連携し合うことで自然
と地域に面白さやワクワク感が生まれ、
より魅力ある地域となっていくのではな
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いか
・不動産業界だけで新しいコミュニティを
作って出口まで無理に考える必要はな
く、既存のコミュニティに関わるところ
から始めていければ良いのではないか

といった意見に加えて、全宅連の岡崎氏から
は、
・地域の笑顔を実現するためには地域価値
を高めることが必要であり、そのための
コミュニティの再構築が重要

・地域として選ばれるまちにならなければ、
不動産業は近い将来ビジネスが成り立た
なくなる

との発言がありました。

最後に、野村正史国土交通審議官（当時）
から
・身を置く「空間」、「場」のあり方は快適
に過ごすための舞台装置として重要な要
素になりつつある
・すべての人々が安全・安心・快適にくら
し、働くためには適切な住環境や地域、
コミュニティづくりが必要
・地域のストック、地域の住民を十分に知
り尽くしている地域に根ざす不動産業の
方々ならば地域価値を創造することが出
来るのではないか。この研究会を拝聴し
て益々その確信が深まった

と、これからの不動産業界に向けたメッセー
ジがあり、研究会は締めくくられました。

4 ． 「ひと」と「くらし」の未来研
究会 Season 2

⑴　中間整理を踏まえて
上記のように、令和３年５月～６月にかけ

て実施した研究会（以下、研究会Season １）
では、不動産業・不動産管理業が地域のくら
しに関わるあらゆるコミュニティの「空間」・
「場」を創出する地域のキープレイヤーであ
るということを示し、地域コミュニティを「未
来に向けた新たなインフラ」と位置付けました。
一方で、「一歩を踏み出したいが何から始

めて良いか分からない」、「プロジェクトが頓
挫してしまった」という声もあります。実際
に第５回の議論では、

・地方では若い人が何かやっていると理由
なく否定されることがある

・前例がないと思考や事業も止まってしま
う

との意見がありました。
そこで我々は「ひと」と「くらし」の未来

研究会 Season ２（以下、研究会Season ２）
を立ち上げ、６月の中間整理で示した理念を
実践へとつなげるべく、不動産業・不動産管
理業界で「一歩を踏み出す人を発掘し、巻き
込む」をコンセプトに、全国各地で幸せなく
らしの実現に向けた取り組みの実地調査を行
うこととしました。
業種間連携やコミュニティ形成において、

何から始めてよいか分からないと思案してい
る事業者や地方自治体を巻き込み、本研究会
自体が「共に楽しみ・悩み・実行するプロジ
ェクト」として、未来指向型の変革の価値や
意義を考える一助となれば良いと考えていま
す。

⑵　研究会Season 2 のメンバー構成
研究会Season ２では、青木氏、川人氏、古
田氏の３名にコアアドバイザーとして引き続
きご参加いただくほか、新進気鋭の経営者目
線で新たな一歩を踏み出すためのエッセンス
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を見出すべく、４人目のコアアドバイザーと
して、空き家を改修して若手の移住者に活動
拠点を提供するプロジェクトや地方の不動産
の流動化を促す仕組み作りに取り組む、（株）
巻組代表取締役の渡邊享子氏を迎えることと
しました。また、各業界団体にもSeason １
に引き続きご参加いただいております。

⑶　研究会Season 2 の進め方
これらのメンバー構成で、研究会Season 
２は令和３年10月に始動しました。空き家に
新たな価値を加えて再生するプロジェクト
や、アーティスト等の誘致によりまちおこし
が行われコミュニティが形成された事例な
ど、先進的な不動産業者・不動産管理業者の
取組や地域コミュニティとの関わり方につい
てケーススタディを進め、事例が生まれた背
景や過程、ボトルネックとなる部分や成功事
例の影にある失敗事例にも着目していきま
す。令和３年度末を目途に各地の取り組みや
背景等を紹介していくとともに、行政として
これらの課題解決に向け制度的な面からどの
ように後押しができるかについても検討して
いきたいと考えています。

5 ．終わりに

本研究会では、地域づくりに率先して取り
組む事業者とともに、不動産業・不動産管理
業を核とした新たな地域価値の創造や、幸せ
なくらしを実現するための手法と可能性につ
いて議論を重ねてきました。
少子高齢化による働き手の減少、地元資源
の魅力減退、コミュニティ機能の低下など
様々な課題を抱え活気を失った地域が増えつ
つある中、コミュニティが失われれば地域は
分断されてしまいます。また、各回の議論を

踏まえると、「幸せなくらし」とは、その人
らしい「くらし」ができていること、その人
の本来の力が発揮できていることではないか
と考えます。個の幸せとプライバシーを尊重
しながら、失われた「ひと」と「ひと」との
関係を紡いでいくことができれば、その人は
幸せを得て、その人の幸せが周りの幸せを生
み、そして最終的にはまちに循環していくこ
とが期待されます。
今後、不動産業・不動産管理業が人口減少

という課題を克服して「幸せなくらし」へ向
けた未来づくりの一翼を担い、人々に幸せや
希望を与える産業として進化し続けるには、
従来型の手数料収入に依存したビジネスモデ
ルだけではなく、他業種との連携・共創を通
じた「地域コミュニティ形成」という新しい
視点が求められるのではないでしょうか。そ
して、地域のストックと住民を知り尽くし、
地域に寄り添う不動産業者・不動産管理業者
であればこそ、人々の「自分らしく生きたい」
というビジョンをひとつひとつ汲み取れるの
ではないでしょうか。賃貸住宅のオーナーや
入居者と協働しながらコミュニティを誘発す
る場や空間を創造するなど、ひとつひとつの
小さな取り組みの達成感を地域で共有してい
くことで、最終的には新たな地域価値の創造
や地域の魅力の向上に繋がると確信していま
す。
今後、変化する暮らし方や多様化する個人

のニーズに対応しながら、地域の価値を向上
させていくにあたり、不動産業者・不動産管
理業者はコミュニティ形成を支える、地域に
必要不可欠な存在です。国土交通省としても
引き続き研究を進めるとともに、この研究会
の取り組みが次世代の業界を担う方の新たな
一歩を踏み出す一助となり、ひいては不動産
業・不動産管理業が「ひと」の「くらし」に
ますますの幸せをもたらす産業となることに
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繋がるよう、これからも力を尽くして参りま
す。

参考　資料等掲載先

国土交通省ホームページ 
〈https://www.mlit .go.jp/tochi_fudousan_
kensetsugyo/miraiken.html〉

Season 1 ダイジェスト動画 
〈https://youtu.be/AOGDFf-ud4Ｅ〉

本研究会では皆様からのご意見を募集してお
ります。以下のアドレスまでご意見をお寄せ
ください。
hqt-hitokurashi@gxb.mlit.go.jp


